
■ 日本企業業種別インド進出数
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India Kolkata
コルカタ

Mumbai ムンバイ

Pune プネー

Bangalore
バンガロール

Hyderabad
ハイデラバード

Chennai
チェンナイ

Ahmedabad
アフマダーバード

Cochin
コーチン

Coimbatore
コインバトール

Luchknow ラクナウ

Kanpur カーンプル

Delhi デリー

Chandigarh
チャンディーガル

Karnal
カルナル

Jaipur
ジャイプル

Ludhiana
ルディヤーナー

Saharanpur
サハーランプル

Gujarat
グジャラート州

CBRE事業所設置都市

グジャラート工場�

社名�

社長�

生産品目�

住所�
�

投資金額�

従業員数�

工場概要�

TOTO India Industries Private Limited（TOTO India）�

八坂 龍彦�

衛生陶器�

�

�

約60億円�

約500名�

敷地面積：約180，000㎡�

建屋：約60，000㎡�

生産能力：約500,000個／年�

Chandrapura（Halol-II） Industrial Area, �
Village Kanjari & Chandrapura, Taluka Halol, �
District Panchmahal, Gujarat, India

■ インド 基本情報

面積

人口

首都

宗教

実質GDP成長率  2010年

一人あたりのGDP（名目）  2010年

3,287,263平方km（日本の約8.8倍）

12億1,019万人（2011年センサス）※センサスは10年毎に発表

デリー 人口1,675万人（2011年人口センサス）

ヒンドゥ教（82.7％）、イスラム教（11.2％）、キリスト教（2.6％）など

8.6%

1,371ドル

出典：日本貿易振興機構（JETRO）�
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賃貸借契約管理�

鑑定�

建設�

購入�

売却�

転貸借�

賃貸借�

所有物件管理�

現状の把握・分析�

CRE戦略立案�

賃貸借契約の�
解約�

リースバック�

個別�
オプション�

マーケット�
調査�

空間最適化�
オフィス構築�

日次／月次業務の�
維持・管理�

ファシリティ�
マネジメント�

プロジェクト�
マネジメント�

アドバイザリー�
＆�

リサーチ� トランザクション�
マネジメント�

コンサル�
ティング�

ポートフォリオ�
マネジメント�

ジャパンデスク
ニューヨーク州／ニュージャージー州

本社

ジャパンデスク
カリフォルニア州ロサンゼルス

ジャパンデスク 北京

ジャパンデスク バンコク

日本本社

東京

アジア本社

ジャパンデスク 香港

ジャパンデスク 上海

  ●   本社

  ●   ジャパンデスク

■ ■ CBREオフィス

シービーアールイー　グローバル コーポレート サービス本部
東京GCS　〒105-0013  東京都港区浜松町2-2-12 ＪEI浜松町ビル5F　TEL:03-5470-8764  FAX:03-5470-8425

シービーアールイーのグローバル コーポレート サービス部門（GCS）は、皆様に、日本国内はもとよ

り、アジア、南北アメリカ、EMEA（ヨーロッパ・中東・アフリカ）全域をカバーするグローバルなプラッ

トフォームを通じて、不動産ソリューションをご提供いたします。

事業コストを適正化しながらポートフォリオ価値を高める目的で、長期におよぶ戦略的パートナーシッ

プを育むためには、クライアントの事業に関する理解を深め、それを私たちの専門知識と経験に結び

つけることが必須であると、私たちは考えています。

企業のファシリティを適切に運用することは、生産性の向上、人材の確保、企業ブランドの向上に直結

するということを、多くのクライアントの皆様にご理解いただいています。

地域の不動産業務を�
世界規模で展開�
所 在 地　60か国以上 447拠点（関連会社を含む）�
従業員数　34,000人（関連会社を含まず）�

NY証券取引所：CBG �

1,590億米ドル�

14,700件�

925億米ドル�

4万8,500件�

665億米ドル�

32億平方フィート�
（2億9,972万平方メートル）�

941億米ドル��

224億米ドル�

1,180億米ドル�

11万5,825件�

上場取引所 �

賃貸・売買取引総額�

物件売却（件数）�

物件売却（総額）�

物件賃貸（件数）�

物件賃貸（総額）�

管理物件及び�
企業内施設管理受託総面積�

アセットマネジメント�
管理資産額�

ローン組成額�

ローンサービシング取引高�

鑑定・アドバイザリー件数�

グローバル コーポレート サービス部門（GCS）は、クライアントの経

営施策や業績目標の達成に貢献する不動産戦略の策定と実行を、ご

支援いたします。�

2011年実績�

GCSは、あらゆる市場と業務分野にまたがって集約されたCBRE

の知識と経験を提供いたします。�

専任アカウントマネージャーを配置する体制によって、一つの窓

口を通じて、全てのCBREのサービスラインアップを円滑にご活

用いただけます。�

GCSは、革新的なソリューションやワールドクラスの遂行力をご

提供するために、世界中の不動産のプロが培った経験やベストプ

ラクティスを活用しています。�

■ インド不動産取引における役割の違い 

対象地の法的調査

対象地の権利関係調査

土壌汚染調査

境界確定

不動産鑑定

売買契約書作成

・不動産会社

・不動産会社

・環境会社

・測量士

・不動産鑑定士事務所

・不動産会社

・弁護士

・弁護士

・環境会社

・測量士

・不動産会社

・弁護士

日本 インド業務内容

■ （参考）インドにおける不動産利用形態

州政府分譲地��
・建物建築は対象地の開発計画規制により定められる
・ほとんどのケースで、自由に譲渡可能

私有地�
・建物建築は対象エリアの開発計画により定められる
・自由に譲渡可能

土地使用権（借地権）�
・土地使用は開発計画に定められた用途に限定される
・借地権譲渡不可の州もあり
・州によっては譲渡費用を支払い譲渡可能の場合もあり

借地期間�
・借地期間は一般的に30年から99年、
　近年は90年から99年の期間が一般的

借地期間満了�
・当初期間99年満了後の契約オプションも
　交渉可能な場合あり
・州によっては、一定期間経過後、買取オプション規定あり

所有権
（Freehold）

借地権
（Leasehold）

TEL.03-5470-8764


